
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【未来の方向性】
○孤立化、制度の狭間の課題、複合的な課題などを抱えている区民に対して、重層的支援体制により包括的

に支援することで社会的孤立や自殺といった様々な問題の発生・深刻化を防ぎ、誰一人取り残されることのな

い地域共生社会*を実現する。

○全ての世代の健康づくり活動を支援し、また、健康寿命と平均寿命の乖離縮小を図ることで、区民の誰もが

年齢を重ねても社会の担い手として元気に活躍し続けられるまちを目指す。

○安心して出産できる環境の充実を促進することで、出生数の向上と年齢別人口構成比率の改善を図る。

【課題】
○生活困窮、８０５０問題、ＤＶ・虐待、ヤングケアラー、若年無業者など、支援対象が抱える問題が、複雑化・複合

化している。

○人生100年時代の訪れによる、福祉費の増大と生産年齢人口比率の低下に伴う現役世代の負担感増が懸念

される。

さ
健康
福祉

妊娠期 乳幼児期 児童期 若者・青年期 高齢期

早期に家庭と

つながる

伴走型の

育児支援

子どものサイン

を見落とさない

心を離さない 元気でつながる

→地域共生社会が実現したまち

→社会の担い手として元気に活躍し続けられるまち

健康・福祉

～中長期的な展望に基づく視点～

子育て

教育

若者支援

健康

福祉

まちづくり

都市基盤

防災

産業

観光

環境

自治体

経営
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51,521 57,474 67,993

162,212

162,987 153,900

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

２０２０

（令和2）

２０３０

（令和12）

2040年

（令和22）

単身世帯数※１

高齢者単身世帯 その他単身世帯

平均寿命 ※2(人)

(平均自立期間とは、平均寿命から

要介護２以上の期間を除いたもの）

みらい事業一覧

※１ 出典「大田区人口推計（令和４年３月）」
※２・３ 出典「大田区国民健康保険 第２期データヘルス計画中間評価」

平均自立期間 ※3

★・・・計画事業に含まれる取組全てが、みらい事業に該当します。

区のデータから見る
未来の方向性（一例）

課題を把握し
未来へ繋げていく

(年)

2016年 2019年
（平成28年） （令和元年）

男性 79.4歳 80.7歳 +1.3歳
女性 86.0歳 86.7歳 +0.7歳
男性 79.6歳 80.8歳 +1.2歳
女性 86.4歳 87.0歳 +0.6歳

性別 延伸

大田区

全国

2016年 2019年
（平成28年） （令和元年）

男性 78.4歳 79.0歳 ＋0.6歳
女性 82.9歳 84.0歳 ＋1.1歳
男性 79.0歳 79.6歳 ＋0.6歳
女性 83.5歳 84.0歳 ＋0.5歳

全国

性別 延伸

大田区

計画事業名 取組【年度別計画】 第4章

健康づくり活動の継続のための支援

【はねぴょん健康ポイント】
P94

健康づくり活動の支援

【人生100年を見据えた健康寿命延伸プロジェクト】
P94

2
国民健康保険データヘルス計画に基づく保健事業の

推進
★ P96

3
東京都後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療

データヘルス計画に基づく保健事業の推進
★ P97

4 複合課題を抱える世帯への包括的支援 ★ P103

5 福祉人材の確保・育成・定着 福祉人材育成・交流センター機能の設置 P104

6 区民のスポーツ実施率を上げる環境整備 ★ P117

7 しなやかな地域づくりの推進
人と地域に優しいデジタル化の推進

【ICTリテラシー向上のための地域支援事業】
P182

8 多文化共生*の推進 多様性に配慮した多言語相談・情報提供の推進 P184

1 みんなの健康づくり
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【未来の方向性】
○養育上の課題を抱える子どもや家庭を支援し、子どもの生きる権利や育つ権利を守り児童虐待を防止する。

○大田区で就学期を過ごす子どもたちが未来社会に主体的に参画し、創造的に生きることができるよう、社会の

変化にしなやかに対応する力と自信を身に付ける教育施策を推進する。

○不登校の状態によって、児童・生徒の豊かな心や未来を創り出す力が阻害されることのないよう、個々の状況に

応じて社会的な自立につながる支援に取り組む。

○全ての子ども・若者を切れ目なく包括的かつ継続的に支援する体制を整えるとともに、多様な社会体験の機会

の提供や、居場所を通じた地域活動支援により、生きる力の醸成や社会的自立に向けた支援を推進していく。

【課題】
○近年、児童虐待の相談件数が増加の一途を辿っている。また、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、地

域で子どもを見守る機会が減ったことなどに伴い、子育てに悩む保護者が孤立化するリスクも高まっている。

○グローバル化の進展や技術革新など社会状況が急激に変化している中、 世界に対抗できる、時代の変革に合

わせた未来人材の育成が求められている。

○小中学校において、不登校の出現率が増加傾向にある。児童・生徒によっては、不登校の時期が休養や自分を

見つめ直す等の積極的な意味をもつ一方で、学業の遅れや進路選択上の不利益や社会的自立へのリスクが存

在する。

○子ども・若者が主体的に地域と関わり世代間で交流する機会や、社会体験・就労体験等の多様な活動を通じて

子ども・若者それぞれの特性や才能を伸ばし、生き抜く力を育む機会が減少している。

○就学・就労期等、特定の年齢において途切れることなく幅広く相談を受け支援につなげる機会が不足している。

保

さ

子育て
教育

若者支援

→地域全体で子ども・若者の発達・成長を見守るまち

→子どもたちが未来社会に主体的に参画し、創造的に生きるまち

子育て・教育・若者支援

～中長期的な展望に基づく視点～

子育て

教育

若者支援

健康

福祉

まちづくり

都市基盤

防災

産業

観光

環境

自治体

経営
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年齢 大田区
0歳児 1,356
1・2歳児 6,278
3歳以上児 8,500
合計 16,134
0歳児 1,660
1・2歳児 7,102
3歳以上児 9,726
合計 18,488
0歳児 0
1・2歳児 0
3歳以上児 0
合計 0

申込者数 （保育ニーズ） 

利用定員数 (整備量)

待機児童数

引用
保育ニーズの充足度（令和3年４月１日） ※２

(単位：人)

みらい事業一覧

※１ 東京都「人口動態統計」より作成
※２ 出典「厚生労働省 各市区町村における待機児童解消に向けた取組状況の『見える化』について（令和３年度）」

1.43 1.42 

1.36 1.33

1.20 1.19 
1.13 1.12

1.17 1.19 
1.10 1.13

1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

1.50

2017

（平成29）

2018

（平成30）

2019

（令和元）

2020

（令和２）

合計特殊出生率 ※１

全国 特別区 大田区

計画事業名 取組【年度別計画】 第4章

1 児童虐待リスクの早期発見 予防的支援推進とうきょうモデル事業 P72

地域とつくる支援の輪プロジェクト P74

子育て家庭への情報発信 P75

4 在宅子育て支援事業等の拡充 産後家事・育児援助事業 P81

5 ICT教育の推進 ICTを活用した質の高い授業の推進 P84

6 未来社会を創造的に生きる力の育成 教科新設によるSTEAM教育の推進 P85

7 個に応じた学びの支援 不登校特例校*の整備 P87

8
（仮称）大田区子ども・若者総合相談体制及び居場

所の整備
★ P109

9 多文化共生*の推進
外国につながりのある児童期の子どもや保護者への
支援

P185

運営体制の構築と専門性強化
【運営体制の検討・児童相談所への派遣研修】

P73

3 子どもの生活応援

2 （仮称）大田区子ども家庭総合支援センターの整備

★・・・計画事業に含まれる取組全てが、みらい事業に該当します。

区のデータから見る
未来の方向性（一例）

課題を把握し
未来へ繋げていく

(年)
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【未来の方向性】
○「蒲田」、「大森」、「羽田空港周辺」、「臨海部」の４地域から成る「スクエアの連携」を深度化し、多様なネッ

トワークの強化を図るとともに、東京圏全体の成長に寄与するよう、周辺区市との連携を深めていく。蒲田・大森

ではゆとりある駅前空間、歩行空間を形成するとともに、交通結節機能の強化を図ることで、活力や賑わいを

創出していく。

○区内の東西交通の分断解消を図ると共に、羽田空港や都心部等へのアクセス性を向上させる。

○台地部は緑豊かな住環境に特化、低地部の蒲田や大森は職住近接の街、臨海部は産業・工業に特化など、そ

れぞれの特徴を活かして、活力や潤いとやすらぎのあるまちをつくる。

○強靱なまちを創るために、 防災力の強化を図るハード整備と、関係機関と一体となった防災対策の推進強化

を迅速かつ計画的に進める。

○環境性能の高い建築物やエネルギー負荷の少ない交通手段の導入など、脱炭素社会の構築に向けたまちづ

くりを進める。

【課題】
○将来にわたって選択される都市となるために、鉄道駅を中心とした主要な拠点では効率的で利便性の高い都

市空間の形成や、経済活動を支える都市機能の計画的な更新など、都市の活力を支えるまちづくりが必要で

ある。また工場跡地の住宅化が進む住工混在地域では、産業活動に配慮しつつ居住環境との調和を図るとと

もに、良好な住環境の維持向上が必要である。

○いつ発生してもおかしくない首都直下地震や、激甚化する風水害などの被害に備えた、ハード・ソフト両面から

の対策が必要である。

○都市に潤いや安らぎをもたらし、多様な機能を有する公園や水辺、市街地の緑などの充実・強化が必要である。

○気候変動対策を急務とする世界的な潮流の中で、脱炭素社会の実現に資する都市づくりを進めていく必要が

ある。

まちづくり・都市基盤・防災

さ

まちづくり
都市基盤
防災

大田区田園調布水防センター（イメージ図）

→個性ある拠点を形成し、機能的で賑わいのあるまち

→あらゆる災害に対する防災力が強化された強靱なまち

～中長期的な展望に基づく視点～

子育て

教育

若者支援

健康

福祉

まちづくり

都市基盤

防災

産業

観光

環境

自治体

経営
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ある。

51.0%
53.5%

62.8%

40.0%

45.0%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

2017

（平成２９）

2018

(平成３０)

2021

(令和３）

特に力を入れてほしい施策として

「防災対策」をあげた割合

２位
１位

１位

項目 現状値

耐震化率（住宅） 91.0%(R2)

耐震化率（特定建築物） ８８．２％（R２）

無電柱化率 1.7%（R3.２）

耐震整備が完了した橋梁数 14

みらい事業一覧

計画事業名 取組 第4章

1 蒲田駅周辺のまちづくり ★ P130

2 大森駅周辺のまちづくり ★ P131

3 身近な地域の魅力づくり ★ P132

4 20年後の未来を見据えたまちづくり基本方針の検討 大田区都市計画マスタープランの推進 P133

5 新空港線*の整備推進 ★ P134

6 都市計画道路の整備 ★ P135

7 大田区緑の基本計画グリーンプランおおたの推進 （仮称）グリーンインフラ*事業計画の策定 P139

8 拠点公園・緑地の整備 ★ P140

9 呑川水質浄化対策の推進 ★ P143

10 倒れないまちづくりの推進 ★ P147

11 燃えないまちづくりの推進 ★ P148

12 がけ崩れ災害の防止 ★ P149

13 無電柱化の推進 ★ P151

14 橋梁*の耐震性の向上 ★ P152

15 水防活動拠点の整備 ★ P155

※１ 出典「令和3年度 大田区政に関する世論調査」
※２ 出典「大田区国土強靱化地域計画」、「大田区無電柱化推進計画」、「大田区耐震改修促進計画」

★・・・計画事業に含まれる取組全てが、みらい事業に該当します。

ハード整備に関する現状値 ※２

区のデータから見る
未来の方向性（一例）

課題を把握し
未来へ繋げていく

(年)

※1
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【未来の方向性】
○大田区を支える多種多様な産業の持続的な発展と、新たなチャレンジやイノベーションの創出を支援するこ

とで、区民が安心して働き、暮らすことができる豊かな地域経済を未来に引き継ぐ。

○デジタル人材の育成、外部人材の活用を図ることで、各個店、企業、商店街、町工場等が更に光り輝く、大田区

ならではの産業集積の維持を図っていく。

○様々な国籍の人々が住まい、訪れるまちとして、多文化共生社会を実現し、多様性を活かしながら地域全体を

支え、盛り上げていく。

○区民の生活・人生をより豊かにする価値や機会を生み出し、育むことで、区民の幸せを支える心豊かな活力

ある社会を形成する。

○HANEDA GLOBAL WINGSにおいて、羽田イノベーションシティを拠点としたイノベーションの創出や、憩

いとにぎわいの場の整備により「新産業創造・発信拠点」の形成を図ることで、区内への経済波及効果を生み

出すとともに、多摩川エリアの河川空間のオープン化等により多様な人々が楽しめる空間を創出していく。

【課題】
○近年の社会経済状況の変化や新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う経済活動への影響は大きく、世界規

模での産業構造の転換や、サプライチェーンの再構築等が加速度的に進んでいる。これに伴い、中小町工場

や商店街といった区内企業の事業活動にも大きな影響が及んでいる。また、区内企業を取り巻く環境は日々

刻々と変化しており、各企業は持続可能な企業経営のための事業承継や、生産性向上に資するデジタル化促

進等に取り組んでいく必要がある。

○地域の賑わいを維持し持続的な発展を目指すためには、次代を担う多様な人材を育成するとともに、 新たな

時代において求められる企業価値や勝ち抜くための競争力を備えていくことが必要となる。

さ
産業
観光

→稼げる力を創出し、豊かな地域経済が未来に引き継がれるまち

→多文化共生社会が実現し、心豊かな活力あるまち

産業・観光

～中長期的な展望に基づく視点～

子育て

教育

若者支援

健康

福祉

まちづくり

都市基盤

防災

産業

観光

環境

自治体

経営
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4,229

3,129 3,019
2,717 2,511

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

大田 墨田 足立 葛飾 江戸川

製造業事業所数（上位５位まで） ※２

78,231 
63,080 62,212 

50,957 

36,599 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

北 板橋 江東 千代田 大田

１事業所（従業員４人以上）当たりの

製造品出荷額 ※１

1位
２位 ３位

４位

11位

～～

(万円)

みらい事業一覧

計画事業名 取組【年度別計画】 第4章

1 HANEDA GLOBAL WINGSのまちづくり ★ P158

2 「国際都市おおた」の推進 地域における国際交流の推進 P163

3 商いの活性化、魅力の発信
商店街の機能向上支援

【巡回型相談・支援の充実】
P169

4 創業*支援
スタートアップ試作支援*
【「PiO PARK」を活用した海外スタートアップ支援】

P170

5 ネットワーク形成支援
IoT*仲間まわし*による中小企業の生産性向上プロジェ

クト
P171

次代を担う人材育成

【新たな日常を支える商業事業者の育成支援】
P172

中小企業のデジタル化支援 P172

副業人材を活用した中小企業支援 P172

7 来訪者等受入環境整備 ＭＩＣＥ*誘致の取組 P177

8 多文化共生*の推進 日本語学習の支援 P185

多様な産業の持続的な発展に向けた人材育成・事
業承継・危機管理等

6

※１・２ 出典「特別区協議会 特別区の統計 令和２年度版」

★・・・計画事業に含まれる取組全てが、みらい事業に該当します。

区のデータから見る
未来の方向性（一例）

課題を把握し
未来へ繋げていく
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環境

さ環境
→脱炭素型の行動変容が進み、脱炭素社会が実現したまち

→３Ｒ＋Ｒｅｎｅｗａｂｌｅの推進による循環型経済へ移行したまち

【未来の方向性】
○事業者や団体と連携・協力し、区民運動「おおたクールアクション」を推進することで、脱炭素型の行動変容

を促進する。

○再生可能エネルギーの導入拡大をはじめ、環境性能の高い建築物や環境負荷を抑えた移動手段の普及拡大

などの施策の強化を図り、脱炭素まちづくりを推進する。

○地球温暖化や海洋汚染につながる廃プラスチックなどの発生抑制と３Ｒ＋Rｅnewableの推進により、循環型

経済（サーキュラーエコノミー）への移行を加速させる。

【課題】
○地球温暖化対策推進法の基本理念として、「2050年までの脱炭素社会の実現」が掲げられた。区としても、

「脱炭素社会の実現」に貢献するため、さらなる取組の強化が必要である。

○新型コロナウイルス感染症の影響を受けた経済の復興と環境課題の同時解決を図る「サスティナブル・リカバ

リー」の観点から、経済対策を推進する必要がある。

～中長期的な展望に基づく視点～

子育て

教育

若者支援

健康

福祉

まちづくり

都市基盤

防災

産業

観光

環境

自治体

経営
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122,810 124,433 127,098

18,053 18,292 18,683

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

2018

（平成30）

2019

（令和元）

2020

（令和２）

可燃ごみ（区内収集）に含まれる

プラスチック類ごみ量（推計）

可燃ごみ

可燃ごみ（区内収集）に含まれるプラスチックごみ量（推計）

リー」の観点から、経済対策を推進する必要がある。

45,016 

39,166 

34,967 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

世田谷 練馬 大田

リサイクル資源回収量（トップ３） ※３

みらい事業一覧

計画事業名 取組 第4章

1 大田区環境基本計画の改定 2050年脱炭素社会の実現に向けた取組 P199

2 脱炭素ライフスタイルへの転換 区民運動「おおたクールアクション」の推進 P200

3 3R＋Renewableの推進 資源プラスチック回収事業の実施 P202

※１ 出典「東京二十三区清掃一部事務組合 清掃事業年報（平成30年・令和元年・2年）」
※２ 平成27年度に調査した、大田区の可燃ごみに含まれるプラスチックごみの割合を基に算出
※３ 出典「特別区協議会 特別区の統計 令和２年度版」

(トン)

（トン）

※１

区のデータから見る
未来の方向性（一例）

課題を把握し
未来へ繋げていく

(年)

※２

33



【未来の方向性】
○ヒト・モノ・カネといった経営資源をフル活用する力強い自治体経営の推進により、行政需要が増大していく中

でも良質で満足度の高い区民サービスを絶えず提供していく。

○デジタル技術の活用により区民の利便性向上を図るとともに、業務改革によりマンパワーを最大限に発揮で

きる体制づくりを進め、行政サービスの更なる向上につなげる。

○豊かな発想で次代を担う人材を育成し、新たな価値と魅力を生み出す施策を展開していくことで、地域とし

て成長し続ける。

【課題】
○新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、区財政は大幅な財源不足に見舞われている。また、職員数につ

いても、生産年齢人口の減少などから区政の担い手確保が難しくなることが想定される。

○複雑化する行政需要に対し、限りある経営資源を効果的・効率的に配分しながら、持続可能な自治体経営を

実現する必要がある。

自治体経営

さ
自治体
経営

→デジタル技術を活用し、経営資源をフル活用する自治体経営

→新たな価値と魅力を生み出す人材が育つ組織

AI
5G

～中長期的な展望に基づく視点～

子育て

教育

若者支援

健康

福祉

まちづくり

都市基盤

防災

産業

観光

環境

自治体

経営
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手続きの

オンライン化

40.5%

証明書の自動

交付機の導入

18.2%

窓口でのキャッシュ

レス決済

8.0%

小中学校に

おけるICT

教育の充実

7.3%

公共施設におけ

るインターネット

利用環境の整備

5.9%

利活用可能な区保

有データの提供

1.6%

希望するも

のは無い

13.9%

無回答

4.8%

オンライン申請等 ※２

みらい事業一覧

※１ 出典「令和３年度 区の施策検証等に向けた大田区区民意識調査」

※２ 出典「大田区情報化推進計画」

R３ R4 R5

キャッシュレス決済取扱い
業務・窓口数

55

ICTリテラシー向上のた
めの地域支援事業受講者
数

660名 1,320名 1,640名

オンライン申請
可能手続き数

35手続 40手続 45手続

誰もがデジタルによる恩恵を享受し、

便利に快適に暮らせるまちを目指す

計画事業名 取組【年度別計画】 第4章

1
多様な主体との連携・協働による区民サービスの向
上

公民連携の推進

【（仮称）公民連携プラットフォーム*の設置】
P208

2 信頼される行財政運営の推進
調査研究・政策立案力向上のための人材育成
【（仮称）政策立案プロジェクトチームの設置・運営】

P209

3 職員能力の強化 ★ P210

4 公共施設マネジメントの推進
公共施設マネジメント関連計画の整備
【大田区公共施設等総合管理計画】

P211

区民サービス、業務効率向上に寄与する情報化の推進

【デジタル・ガバメント*の推進】
P213

内部事務の電子化による業務効率化
【業務効率化に資するデジタルツールの拡充】

P213

デジタル人材の育成
【DX人材育成支援事業】

P213

自治体DX*の推進5

★・・・計画事業に含まれる取組全てが、みらい事業に該当します。

n=837

区民サービスのデジタル化への希望 ※１

（令和3年度の実績

を踏まえ、拡大を検討）

区のデータから見る
未来の方向性（一例）

課題を把握し
未来へ繋げていく
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